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北空知４町地域公共交通活性化協議会会計規程

（目的）

第１条 この規程は、北空知４町地域公共交通活性化協議会（以下「協議会」という。）の会計に関し

必要な事項を定める。

（善管注意義務）

第２条 職員は、善良な管理者の注意をもって、金銭、物品、その他の資産を管理しなければならない。

（会計帳簿）

第３条 会計帳簿は次の各号のとおりとする。

（１） 収支管理簿（第１号様式）

（２） 固定資産台帳（第２号様式）

（３） 備品台帳（第３号様式）

（４） 金券管理台帳（第４号様式）

（５） その他必要と認める帳簿

２ 前項各号に掲げる帳簿は、会計帳票及び証拠書類に基づき記載しなければならない。

（会計帳票）

第４条 会計帳票は、次の各号のとおりとする。

（１） 調定票（第５号様式）

（２） 支出負担行為票（第６号様式）

（３） 支出命令票（第７号様式）

（４） 支出負担行為・支出命令票（第８号様式）

（５） 更正票（第９号様式）

（６） 精算票（第 10 号様式）

（７） その他必要と認める帳票

２ 前項各号に掲げる帳票は、正確かつ明瞭に記載しなければならない。

（予算の科目）

第５条 予算の科目は別表第１のとおりとする。

（予算の補正及び流用）

第６条 事務局長は、北空知４町地域公共交通活性化協議会事務局規程（以下「事務局規程」という。）

第７条第２項に基づき、補正予算を作成した場合は、会長に提出しなければならない。

２ 事務局長は、やむを得ない事由により予算の流用を必要と認めた場合は、予算において定めた項及

び目の金額を流用することができる。この場合、更正票（第９号様式）により流用の決定をしなけれ

ばならない。

（金銭の範囲）

第７条 この細則において金銭とは、現金、預金、小切手、郵便為替証及び金銭に代わるべき証書をい

う。

（金銭の出納及び保管）

第８条 金銭の出納は、全て会計帳票により決裁を受けなければならない。

２ 金銭は最も安全な方法により、これを保管しなければならない。

（収入の決定）

第９条 収入に当たっては、適正な収入であるかを調査し、調定票（第５号様式）によって収入の決定

をしなければならない。
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（請求）

第 10条 負担金を請求する場合は、負担金納入請求書（別記様式１）により請求しなければならない。

また、負担金以外の収入が決定した場合も、原則として請求書を発行しなければならない。ただし、

法令その他により請求の様式が定められている場合は、請求書の発行に代わり当該様式により請求

する。

（収納）

第 11条 現金を収納したときは、出納員は領収証を発行しなければならない。

２ 収納した現金は、速やかに指定金融機関に預け入れなければならない。

（支出の決定）

第 12条 債権者から支払請求を受けたときは、法令、契約、請求書及びその他必要な書類に基づいて、

支出の根拠、支出科目、金額、債権者等を調査確認し、支出負担行為票（第６号様式）及び支出命令

票（第７号様式）により支出の決定をしなければならない。

２ 前項にかかわらず、別表第２に該当する場合は、支出負担行為・支出命令票（第８号様式）により

処理することができる。

（支払）

第 13条 支払は、原則として口座振替払とする。

２ 地方自治法施行令（以下「政令」という。）第 161 条第１項第 17号及び北海道財務規則（以下「財

務規則」という。）第 84条に定められた経費又は経費の性質上事務の取扱いに支障を及ぼすと事務局

長が特に認めた場合は、資金前途、概算払、前金払、立替払の方法により行うことができる。

３ 資金前途又は概算払を行った場合は、支払後又は業務終了後、精算票（第 10 号様式）により速や

かに精算しなければならない。

４ 立替払を行った場合は、業務終了後直ちに事務局長の承認を受け、その支払を証明するに足りる書

類を添えて請求しなければならない。

（領収証等）

第 14 条 協議会が行う支払は、現金払の場合は領収証を、口座振替払の場合は当該口座振替を行った

ことを証する証書を保管しなければならない。

（契約の締結）

第 15条 支出の原因となるべき契約その他の行為は、関係規定又は予算の定めるところに従い行う。

２ 支出の原因となるべき契約その他の行為をしようとするときは、その内容を明らかにした決定書等

により行う。

（契約の方法）
第 16条 売買、賃借、請負その他の契約は、一般競争入札、指名競争入札又は随意契約の方法により
締結しなければならない。

２ 指名競争入札によることができる場合については、地方自治法、地方自治法施行令及び財務規則に
定める契約の手続の例によらなければならない。

３ 随意契約によることができる場合については、財務規則等に定める契約の手続の例によらなければ

ならない。

（一般競争入札）
第 17条 一般競争入札に付する場合においては、次に掲げる事項については、財務規則等に定める契
約の手続の例によらなければならない。

（１）入札参加者の資格
（２）入札の公告
（３）予定価格の決定及び予定価格調書の作成

（４）入札の方法及び落札者の決定



3

（指名競争入札）
第 18条 指名競争入札に付する場合においては、次に掲げる事項については、財務規則等に定める契
約の手続の例によらなければならない。

（１）入札参加者の資格及び指名
（２）予定価格の決定及び予定価格調書の作成

（３）入札の方法及び落札者の決定

（随意契約）
第 19条 随意契約に付する場合においては、次に掲げる事項については、財務規則等に定める契約の
手続の例によらなければならない。

（１）予定価格の決定及び予定価格調書の作成

（２）見積書の徴取

（契約書の作成等）
第 20条 競争入札により落札者を決定したとき又は随意契約の相手方を決定したときは、契約書を作
成しなければならない。

２ 前項の規定にかかわらず、財務規則等に定める契約の手続の例により契約書の作成を省略すること

ができる。

（検査等）
第 21条 請負契約又は物件の買入れその他の契約を締結した場合においては、契約の適正な履行を確
保するため又はその受ける給付の完了の確認をするため必要な検査をしなければならない。

２ 検査の方法及び検査調書の作成については、財務規則等に定める契約の手続の例によらなければな

らない。

（資産の管理）

第 22条 協議会の資産は、固定資産、物品及び金券をいう。

２ 事務局に、資産管理者を置く。

３ 資産管理者は、事務局長をもって充てる。

（資産の検査）

第 23条 事務局に、検査員を置く。

２ 協議会が工事若しくは製造その他についての請負契約又は物件の買入れその他の契約を締結した

場合においては、検査員は、契約の適正な履行を確保するため又はその受ける給付の完了の確認をす

るため必要な監督又は検査をしなければならない。

３ 検査員は、事務局長が別途決定する。

（固定資産の範囲）

第 24条 固定資産とは、次に定めるものをいう。

（１） 有形固定資産 土地、建物、工作物、立木竹及びこれらの従物

（２） 無形固定資産 地上権、借地権、施設利用権、著作権、商標権その他これらに準ずる権利

（固定資産の管理）

第 25条 資産管理者は、固定資産の管理を行う。

２ 資産管理者は、固定資産の取得、管理及び処分に関する事務を行う。

３ 資産管理者は、固定資産台帳（第４号様式）に固定資産の増減又は移動に関する事項を記載しなけ

ればならない。

（物品の範囲）

第 26条 物品とは、次に定めるもの（固定資産に属するものを除く。）をいう。

（１） 備品 取得価格が１０万円以上で耐用年数が１年以上のもの。

（２） 消耗品 取得価格が１０万円未満又は耐用年数が１年未満のもの。
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（物品の管理）

第 27条 資産管理者は、物品の管理を行う。

２ 資産管理者は、物品の取得、管理及び処分に関する事務を行う。

３ 資産管理者は、物品を常に良好な状態で使用かつ保管するとともに、備品においては備品台帳（第

５号様式）を整備し、増減又は移動に関する事項を記載しなければならない。

（金券の範囲）

第 28 条 金券とは、郵便切手、タクシーチケット、その他証票の提示又は交付により金銭の代わりを

なすものをいう。

（金券の管理）

第 29条 資産管理者は、金券の管理を行う。

２ 資産管理者は、金券の取得、管理及び処分に関する事務を行う。

３ 資産管理者は、金券を鍵のかかるところに保管するとともに、各種金券の種類ごとに金券管理台帳

（切手受払簿（第６号様式））、その他はこれに準ずる）を整備し、使用による価値の増減又は移動に

関する事項を記載しなければならない。

（不用固定資産及び不用物品等の処分）

第 30条 資産管理者は、不用となり又は損傷その他の事由により用途を喪失した固定資産については、

事務局長の決裁を経て譲渡、廃棄又は除却することができる。

２ 資産管理者は、不用となり又は使用に耐えないと認める物品及び金券については、事務局長の決裁

を経て譲渡又は廃棄することができる。

（準用）

第 31 条 本規程に定めるもののほか、予算、契約、収入、支出の方法その他財務会計に関し必要な事

項については、財務規則の規程を準用する。ただし、事務局長が別に定めた事項についてはこの限り

ではない。

附 則

この細則は、令和３年４月２０日から施行する。
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別表第１（第５条関係）

[収入科目]

[支出科目]

款 項 目 摘 要

１ 補助金 １ 補助金 １ 補助金 国庫補助金等

２ 負担金 １ 負担金 １ 負担金 構成自治体負担金等

３ 繰越金 １ 繰越金 １ 繰越金 繰越金

４ 諸収入 １ 諸収入 １ 雑入 その他収入

款 項 目 摘 要

１ 運営費

１ 調査費 １ 調査費 計画策定調査費用

２ 会議運営費 ２ 会議運営費 協議会開催費用

３ 計画事業推進費 ３ 計画事業推進費 計画関連事業

２ 事務費 １ 事務費 １ 事務費 諸経費

３ 予備費 １ 予備費 １ 予備費 予備費
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別表２（第 12条第２項関係）

節区分 支出負担行為・支出命令票で処理可能なもの

報償費 全部

旅費 全部

交際費 単価契約及び１件の金額が 30万円未満のもの

需用費 単価契約及び１件の金額が 30万円未満のもの

役務費 全部

委託料 単価契約及び１件の金額が 30万円未満のもの

使用料及び賃借料 単価契約及び１件の金額が 30万円未満のもの


